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別紙資料 8 第 81 回日本公衆衛生学会学術総会 シンポジウム 21 

磯部プレゼン資料（抜粋） 

公衆栄養のスペシャリスト及び公衆衛生の
ゼネラリストとしてのスキル向上に向けて

新潟県南魚沼地域振興局健康福祉環境部
（新潟県南魚沼保健所）

磯部 澄枝

第81回日本公衆衛生学会学術総会 シンポジウム№21
「10年後を見据えた新しい自治体管理栄養士養成プログラムの実際」

 

 

行政管理栄養士を取り巻く環境は
常に変化している

健康寿命の延伸に向けて、医療費適正化や生活習慣病
等の発症・重症化予防に寄与すべく、栄養・食生活面から、
EBPMやPDCAに基づく栄養改善政策を推進してきた。

乳幼児期から高齢期まで全ライフコースを対象
SDGsの目標達成に「栄養」が不可欠

「誰一人取り残さない」栄養政策

● 地域包括ケアシステムの推進 ● 高齢者の介護予防と保健事業の一体的実施
● 新型コロナウイルス感染症の感染拡大・栄養格差の拡大
● 生活困窮世帯・者に対する健康管理支援 等
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出典：厚生労働省,令和４年度都道府県等栄養施策担当者会議,資料1  

 
 

経験年数10年以上20年未満における
現在の職位と目指す職位

約６割が現状維持を希望し、約４割が上位の職位を希望している

出典：都道府県、保健所設置市、特別区、市町村に勤務する行政栄養士を対象とした調査（R3.1-3）

※ 健康づくり業務の経験年数10年以上20年未満として集計
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調査の結果から見える
経験年数10年以上20年未満の特徴

約６割が現状維持を、約４割が上位の職位を希望している。

スキルに不安を感じている（自己肯定感
の低さ）他職種との調和
育児や介護など優先したい生活がある

施策の実現
自治体の行政に対する広い視野と幅広
い関わり、定員及びポスト増

現状維持希望 上位職希望
～ 将来の方向性 ～

栄養のスペシャリスト、公衆衛生関係のゼネラリスト

調整能力（ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ、論理的説明等）専門能力（知識、栄養技術指導等）

政策形成能力（PDCAサイクルに基づく政策形成と評価）
情報発信能力（プレゼン、仕事の見える化）

＋ ＋

高
め
た
い
能
力

 

 
 

本日の内容

1. 栄養のスペシャリストとしての栄養政策の企画・立案
～将来を見据えた、地域における栄養政策の企
画・立案手法に関する研究から～

2. 公衆衛生関係のゼネラリストとしてのスキルアップ

3. 地方自治・新時代における人材育成基本方針策
定指針について
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1.栄養のスペシャリストとしての栄養政策
の企画・立案

～「将来を見据えた、地域における栄養政策の企画・立案手法に関する研究」から～

① 今後を見据え課題を総合的に分析し抽出するスキル
② リーダーシップを発揮し他部署等に積極的に相談・提

案するスキル
③ 施策を立案し必要な予算を要求し確保するスキル
④ PDCAに基づき施策を着実に遂行し成果を得るための

マネジメントスキル
⑤ 得られた成果を効果的に見える化し更なる発展につな

げるスキル

栄養政策に関する実態調査及び事例の質的調査から各スキル
のポイントをまとめた手引書を作成する予定（R4）

 

 
 

2.公衆衛生関係のゼネラリストとしてのス
キルアップ

35.3%

44.4%

出典：都道府県、保健所設置市、特別区、市町村に勤務する行政栄養士を対象とした調査（R3.1-3）

日本公衆衛生学会認定専門家
管理栄養士会員の約３％

出典：学会ホームページから算定(R4.9.1)

日本公衆衛生学会認定専
門家制度の活用
医学系大学院や公衆衛生
大学院等の活用
日頃の業務で様々な職種
や機関と積極的に関わる
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3.地方自治・新時代における人材育成
基本方針策定指針について

• 平成9年に当時の自治省（現 総務省）から発出
• 都道府県、市区町村は「人材育成に関する基本方針」を策定すること
が定められている。

• 少子・高齢化の一層の進展、住民の価値観の多様化、環境に対する
関心の高まりなど、社会経済情勢が大きく変化しつつあるなか、時代に
求められる職員像を明らかにする。

• 政策形成能力や創造的能力、法務能力等、その重要性が高まると考
えられ、能力の一層の向上を図る。

• 特に、保健福祉関係専門職員は、
新ゴールドプラン（新・高齢者保健
福祉推進十か年戦略）の推進に
伴い、保健福祉の専門性の必要
性がますます高まってきていること
から、その専門能力をより充実させ
る育成の在り方について検討する
こととされている。

出典：都道府県、保健所設置市、特別区、市町村に勤務する行政栄養士を対象とした調査（R3.1-3）  

 
 

出典：総務省ホームページ「地方公共団体における人材マネジメントの方策に関する研究会（令和3年度）」  



－113－ 
 

 
 

出典：総務省ホームページ「地方公共団体における人材マネジメントの方策に関する研究会（令和3年度）」  

 
 

新潟県職員人材育成基本方針
（H31.3改定）

1. 階層別研修（受講必須）
2. 能力開発研修（プレゼンテーション、ロジカルシンキング、情報分析等）
3. 政策形成研修
4. 専門研修（部局別研修、行政法務、経営分析等）
5. 派遣研修（民間企業、大学院、海外等）
6. 自己啓発支援

＜研修メニュー＞
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新潟県福祉保健部人材育成プログラム
（H22.3一部改正）

福祉保健部が求める人材像
組織目標「平均寿命・健康寿命の延伸」「福祉の満足度の向上」を達成す

るため、高度な専門知識・技術を習得し、多様な福祉の「主体」と協力しながら、
様々な課題に的確に対処できる各分野（行政分野、相談・生活支援分野、
検査分野）のスペシャリストとなることが求められている。

＜行政分野＞
① 健康・福祉分野の企画立案ができる人材

健康福祉の現状と課題を把握し、科学的にアセスメントを行い、関係機関
との調整や施策目的に沿った事業の企画・立案が行える。
② 保健・福祉サービスを適時・適切に提供できる人材

幅広い視野と判断力、事務処理能力を持ち、課題解決のため、関係機関
等を協力し、必要なサービスの提供及びそのためのシステムづくりが行える。
③ 高度な専門知識・技術に基づき助言・指導が的確に行える人材

職務内容や関係法令等を熟知し、市町村、事業者、関連施設及び県民
に対し、専門的な知識・技術に裏付けされた助言・指導が的確に行える。

 

 
 

新たな課題解決に向けた視点の転換

栄養を

「One of Them」 から

「One for All」 に向けて

ご清聴ありがとうございました

参考：週刊保健衛生ニュース第2146号ヘルス・アイ,64 (2022.2)
公益社団法人日本栄養士会 会長 中村丁次 先生 講演

自らキャリアビジョンを描ける
目標達成のために必要なスキルが獲得できる
自ら成長を実感できる
仕事へのやりがい、働きがいの向上

組織パフォーマンスの向上

活力ある持続可能な
社会の実現

 


